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9. 空間線量率等分布マップの作成と公開 

 

9.1 目的 

分布状況調査等で取得したデータ（サーベイメータによる定点サーベイ、走行サーベイ、無人

ヘリコプターサーベイ、可搬型 Ge 検出器を用いた in-situ 測定による放射性セシウムの土壌沈着

量及び航空機モニタリング）を、地方自治体や住民に広く公開し各種対策の基礎資料として提供

するため、空間線量率等データの閲覧用 Web サイト「放射性物質モニタリングデータの情報公開

サイト」68)（Environmental Monitoring Database、以下「EMDB」という。）の運用作業を行っ

た。 

また、空間線量率の分布と変化傾向について自治体等に情報を提供することを目的とし、総合

モニタリング計画における「避難指示区域等を対象とした詳細モニタリング」に基づき原子力規

制委員会が東京電力ホールディングス株式会社と連携して実施した空間線量率の歩行サーベイ及

び走行サーベイ（以下「詳細モニタリング」という。）の測定結果をマップ化するとともに令和 4

年度と令和 5 年度の調査結果を比較した。 

 

9.2 EMDB の作成と公開 

EMDB は、事故後の空間線量率や放射性物質等のモニタリングデータを登録・公開している

Web サイトであり、平成 27 年より原子力機構の事業として運用していた。令和 2 年度より利用

性を向上させ閲覧者の目的に沿ったデータを表示できるよう次期版開発の検討を行い、令和 3 年

度の試験公開を経て、令和 4 年度より分布状況調査での運用を開始した。 

EMDB では、登録された測定データを国土地理院等の地図上のメッシュに表示することが可能

である。すでに公開中の平成 23 年度〜令和 4 年度調査のデータに続き、令和 5 年度に実施した

調査による空間線量率測定データ・放射性セシウム沈着量測定データ等を加えた。これにより、

空間線量率等の最新情報や経年変化を同一マップシステム上で閲覧可能とした。また、年次デー

タをダウンロードして利用することも可能である。 

EMDB でのモニタリングデータの登録・公開は、以下のような手順で行った。まず、関係者の

みが閲覧できる制限付きデータベースに登録し、関係者の確認を経てから、一般公開用のデータ

ベースに登録し公開した｡データベースの更新は登録データの準備が出来次第実施し、令和 5 年度

はおよそ月に一度の頻度であった（2023 年 4/26、4/28、5/31、7/10、8/3、8/8、9/14、10/12、11/7、

12/5、12/12、2024 年 1/16 及び 3 月。 

令和 5 年度に分布状況調査等で取得したデータを基に EMDB に追加掲載した空間線量率等の

内容は以下のとおりである。 

走行サーベイ（第 26 回及び第 27 回） 

歩行サーベイ（第 15 回） 

定点サーベイ（第 17 回） 

無人ヘリサーベイ（第 15 回） 

放射性セシウム土壌沈着量（in-situ 測定）（第 16 回） 

深度分布（スクレーパープレート）（第 16 回） 
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航空機サーベイ（第 18 回） 

帰還困難区域の詳細モニタリング（2022 年） 

福島県の国有林野内における環境放射線モニタリング（2022 年） 

ALPS 処理水に係る海域環境モニタリングの強化（2023 年） 

水産物の放射性物質調査（2023 年） 

東京電力による魚介類の分析結果（2023 年） 

生活行動パターン（2019 年〜2022 年） 

EMDB にて公開しているデータの一例として、令和 4 年度の走行サーベイ（第 24 及び 25 回）

測定データを表示させた画面を図 9-1 に示す。 

 

 

図 9-1 EMDB における測定データ（第 24 及び 25 回走行サーベイ）表示例 

（データは当該期間の初日に補正して登録している。） 

 

9.3 EMDB の運用管理 

EMDB を安定して運用するため、登録データの遺失防止のためのバックアップ作業や分布マッ

プシステムへのアクセス管理を実施した。令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 1 月 31 日現在までの 306

日間において、システムサーバ等に障害は生じなかった。サイト運営管理において、日々のアク
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セス数の動向を記録し、訪問者及びページeの管理を行った（図 9-2）。 

 

 

図 9-2 EMDB への令和 5 年度（令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 1 月 31 日）アクセス状況 

 

9.4 詳細モニタリング結果のマップ化 

測定領域を 100 m メッシュに区切り、メッシュ内に含まれる空間線量率を平均し地図上に示し

た。令和 5 年度は、表 9-1 の 3 自治体を評価対象とした。詳細モニタリングによる空間線量率マ

ップを図 9-3～9-6 に示す。 

令和 4 年度と令和 5 年度の空間線量率と比較し、変化量についてマップ化するとともにその全

体傾向を解析した。大熊町についての解析結果をとりまとめた例を付録 2 に示す。 

 

表 9-1 評価を行った自治体とメッシュ数 

自治体名 測定期間 
メッシュ数 

2022 年度 2023 年度 

大熊町 2023 年 8 月 21～25 日、31 日、9 月 5 日 1,088 1,071 

双葉町 2023 年 10 月 12～13 日、17 日、23～24 日、30 日 1,043 1,075 

浪江町 2023 年 9 月 12～13 日、15 日、19 日 551 547 

 

—————————————————————————————————————————————————————————————————————————————————————— 
e 訪問者は、日々にアクセスされた IP アドレスを集計したものであり、 同一アドレスについて

は重複して数えず１件としてカウントする。ページは、サイトを閲覧した全アクセスをカウント

する集計値。同一 IP アドレスも重複してカウントする。 
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図 9-3 詳細モニタリングによる空間線量率分布マップ（全体図） 
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図 9-4 詳細モニタリングによる空間線量率分布マップ（大熊町） 
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図 9-5 詳細モニタリングによる空間線量率分布マップ（双葉町） 
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図 9-6 詳細モニタリングによる空間線量率分布マップ（浪江町） 
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10. 総合モニタリング計画に基づく放射線モニタリング及び環境試料分析 

 

10.1 測定方法及び測定結果 

総合モニタリング計画に基づき、福島第一原子力発電所の 20 km 以遠において空間線量率、

積算線量、大気浮遊じん中放射性物質濃度、土壌並びに指標植物（松葉）中放射性物質濃度を

測定ないし分析した。各項目の測定地点数及び測定頻度を表 10-1 に、各項目の測定（採取）地

点を図 10-1 にそれぞれ示した。測定及び分析は原子力規制庁福島第一原子力規制事務所の担

当者と連携して実施した。また、測定場所の手配や試料採取に関しては各自治体職員と調整を

図りながら実施した。測定結果については逐次、原子力規制庁及び原子力規制庁福島第一原子

力規制事務所の担当者に遅滞なく報告した。 

 

表 10-1 総合モニタリング計画に基づく放射線モニタリング及び環境試料分析

の実施項目ごとの測定地点数及び測定（採取）頻度 

測定項目 測定地点数 測定（採取）頻度 

空間線量率の測定 134 1 回／年 

積算線量の測定 14 1 回／3 ヶ月 

大気浮遊じん中放射性物質濃度 5 1 回／月 

土壌中放射性物質濃度 5 1 回／年 

指標植物（松葉）中放射性物質濃度 15 1 回／年 

 

10.1.1 空間線量率 

空間線量率は NaI(Tl)シンチレーション式サーベイメータを用いて測定した。測定結果を

図 10-2 に示す。 

 

10.1.2 積算線量 

積算線量は、ガラス式積算線量計を設置することにより測定した。3 ヶ月間設置し、その

後回収することにより 3 ヶ月間の積算線量を測定した。それを繰り返すことにより、四半期

ごとの積算線量を測定した。なお、2015 年から 2016 年にかけて、測定地点番号 39、71 及

び 80 にて積算線量が不検出であったため、2016 年から積算線量計の設置期間を 1 ヶ月から

3 ヶ月に変更した。測定結果の経時変化を図 10-3 に示す。図には検出下限値以上のデータ

についてプロットした。測定場所の移設や付近の除染が行われたことにより不連続となって

いる（測定地点番号 79、31 及び 1）。また、その他の地点でデータがなめらかでない場合が

あるが、降雨や降雪による影響（地表に沈着した放射性セシウムからのガンマ線が遮蔽され

た、または、天然放射性核種が地表面付近に集まった）が要因として考えられる。 

 

10.1.3 大気浮遊じん中放射性物質濃度 

大気浮遊じん中放射性物質濃度は、ハイボリュームダストサンプラーを用いて大気浮遊じ
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んをダストろ紙上に採取することにより測定した。大気浮遊じんは 800 L/min で 2 日間採取

した。ダストろ紙をゲルマニウム半導体検出器により測定することにより、セシウム 134 及

びセシウム 137 を定量した。この作業を毎月繰り返すことにより、毎月の大気浮遊じん中放

射性物質濃度を測定した。測定結果の経時変化を図 10-4 に示す。図には検出下限値以上のデ

ータについてプロットした。なお、セシウム 137 の検出下限値は、24 時間サンプリングで約

0.0002 Bq/m3、48 時間サンプリングで約 0.00003 Bq/m3 である。地点 302 に関しては、当

該地点が帰還困難区域の範囲から外れたため、ダストサンプラーへの給電に利用していた施

設電源が 2023 年 8 月に停止した。そのため、2023 年 9 月からは代替地点として近傍地点

302-r1 においてダストサンプリングを継続した。 

 

10.1.4 環境試料（土壌及び松葉）中放射性物質濃度 

土壌及び指標植物（松葉）の試料を採取しゲルマニウム半導体検出器によりセシウム 134

及びセシウム 137 濃度を測定した。土壌試料は、放射能測定法シリーズ No.35「緊急時にお

ける環境試料採取法」69)に基づき U8 容器で直接表層から 5 cm 程度のサンプルを採取した。

土壌中セシウム 137 濃度の経時変化及び松葉中セシウム 137 濃度の経時変化を図 10-5 及び

図 10-6 に示す。地点 2-9p に関しては、対象松の松葉の量が年を追うごとに減少しており、

代替地点を検討した。令和 6 年度から地点を変更することを念頭に、令和 5 年度は代替地点

候補として地点 2-9p と同じ公園内に位置する地点 2-9pr1 を選定し、これら 2 地点において

同日に松葉を採取した。なお、2-9pr1 では 2-9p に比べてセシウム 137 濃度は 1/2 程度であ

ったが、両地点ともセシウム 137 濃度が 10Bq/kg を下回るほど非常に低濃度であり差は小

さい（2-9p は定量限界をわずかに超える程度、2-9pr1 は定量限界を超えない程度）。よって、

安定して松葉試料を採取可能な代替地点として 2-9pr1 を選定したことは妥当と考える。 

 

10.2 測定結果の公開 

本測定結果は以下の原子力規制庁の Web サイト上に公開されている。 

・空間線量率 

https://radioactivity.nra.go.jp/ja/results/air-dose/beyond-20km（参照：2024 年 3 月 29

日）. 

・積算線量 

https://radioactivity.nra.go.jp/ja/results/air-dose/integral-dose-nra（参照：2024 年 3 月

29 日）. 

・大気浮遊じん中放射性物質濃度 

https://radioactivity.nra.go.jp/ja/results/dust/results（参照：2024 年 3 月 29 日）. 

・土壌及び松葉中放射性物質濃度 

https://radioactivity.nra.go.jp/ja/results/soil-samples/nra-fukushima（参照：2024 年 3

月 29 日）. 

https://radioactivity.nra.go.jp/ja/results/environmental-samples/results（参照：2024

年 3 月 29 日）. 
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図 10-1 総合モニタリング計画に基づき実施した空間線量率、積算線量、大気浮遊じん中放射

性物質濃度、土壌並びに指標植物（松葉）中放射性物質濃度の測定（採取）地点 
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図 10-2 総合モニタリング計画に基づく空間線量率の測定結果 
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図 10-3 総合モニタリング計画に基づく積算線量の経時変化（1/2） 

（凡例の数字は測定地点番号（図 10-1 参照）、横軸は 2011 年 3 月 15 日からの経過年数。） 
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図 10-3 総合モニタリング計画に基づく積算線量の経時変化（2/2） 

（凡例の数字は測定地点番号（図 10-1 参照）、横軸は 2011 年 3 月 15 日からの経過年数。） 
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図 10-4 総合モニタリング計画に基づく大気浮遊じん中セシウム 137 濃度の経時変化 

（凡例の No.数字は測定地点番号（図 10-1 参照）、横軸は 2011 年 3 月 15 日からの経過年数。） 
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図 10-5 総合モニタリング計画に基づく土壌中セシウム 137 濃度の経時変化 

（凡例の数字は測定地点番号（図 10-1 参照）、横軸は 2011 年 3 月 15 日からの経過年数。） 
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図 10-6 総合モニタリング計画に基づく松葉中セシウム 137 濃度の経時変化（1/2） 

（凡例の数字は測定地点番号（図 10-1 参照）、横軸は 2011 年 3 月 15 日からの経過年数。） 
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図 10-6 総合モニタリング計画に基づく松葉中セシウム 137 濃度の経時変化（2/2） 

（凡例の数字は測定地点番号（図 10-1 参照）、横軸は 2011 年 3 月 15 日からの経過年数。） 
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11. 生活行動パターンを模擬した被ばく評価 

 

11.1 調査目的 

従来、避難指示区域の設定時などに参照された被ばく線量は、一律の生活行動パターン（屋

内で 16 時間、屋外で 8 時間滞在）を仮定し、居住地の空間線量率の積算値として推計されて

きた。一方、従来の調査研究によれば、個人線量は空間線量率の積算値に比べて低い傾向にあ

ることに加え、同じ居住地であっても個々の住民の生活や行動によってばらつきがあることが

確認されている 70)。平成 25 年に原子力規制委員会から示された「帰還に向けた安全・安心対

策に関する基本的考え方」において、個人線量に基づいた被ばく線量の低減対策や健康管理が

重要とされている。個人線量を把握するには個人線量計を携行して実測する必要があるが、こ

れはすでに避難指示が解除されている地域に限定される手法であり、今後避難指示が解除され

る地域で実施することは困難である。また、避難指示が解除された地域においても、特定の生

活行動パターンにおける被ばく線量を予め把握したいとの要望があり、個人線量計に依らない

被ばく線量の推計が求められている。 

本調査は、自治体や住民に対するリスクコミュニケーションや不安対策に資するため、今後

の避難指示区域の見直しが想定される地域等において設定した生活行動パターン（生活経路及

び各経路における滞在時間）ごとに、実測した空間線量率を用いて被ばく線量を推計すること

を目的とした。また併せて、環境省による除染前後のモニタリングデータの活用を目的とし、

除染前後の実測データを用いて被ばく線量を試算した。 

 

11.2 調査手法 

生活行動パターンごとの被ばく線量評価は、大きく分けて「生活行動パターンの設定」、「被

ばく線量の算出」及び「評価結果の図表化と説明資料の作成」という 3 つの作業からなる。ま

た環境省による除染前後のモニタリングデータを用いた評価については、上記と評価条件が異

なることからその手法を区別して記載する。 

 

11.2.1 生活行動パターンの設定 

本調査に参加した 4 自治体（富岡町、大熊町、浪江町、葛尾村）を対象にヒアリングを実

施し、自治体が要望する生活行動パターン（以下「自治体設定パターン」という。）を設定し

た。加えて、職業・就学別人口割合や職業・就学カテゴリーごとの生活時間について統計情

報を考慮し、対象地域における標準的な生活行動パターン（以下「標準パターン」という。）

を設定した。 

自治体設定パターンは生活行動の平日と休日の違い、季節による違いを考慮して対象者 1

人につき 2～4 パターンを想定して設定した。標準パターンは、対象者 1 人につき平日と休

日の 2 パターンとし、特定復興再生拠点区域及び帰還困難区域（特定復興再生拠点区域を除

く）のそれぞれについて設定した。なお浪江町の特定復興再生拠点区域は、国道 114 号線の

大柿トンネルを境に室原末森地区及び津島地区の 2 つに区分して設定した。各パターンの設

定数を表 11-1 に示す。 
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標準パターンの設定に際しては、以下に示す「①代表的な職業・就学カテゴリー」、「②職

業・就学カテゴリーごとの生活時間」及び「③移動手段」の順で条件を決定した。 

 

①代表的な職業・就学カテゴリー 

平成 22 年国勢調査 35) の人口等基本集計及び産業等基本集計より、特定復興再生拠点区域

をもつ 6 自治体（富岡町・大熊町・双葉町・浪江町・葛尾村・飯舘村）について、自治体ご

とに職業・就学別人口割合を算出した。職業人口割合が高かった職業及び放射線の影響を受

けやすい未就学児・小学生を対象に、代表的な 10 種の職業・就学カテゴリー（幼児、幼稚園

児、保育園児、小学生、農業従事者、建設業従事者、製造業従事者、販売職・サービス職、

医療・福祉従事者、主婦）を抽出した。抽出した職業・就学カテゴリーの人口割合は、6 自

治体の全人口の約 60%を占める。 

 

②職業・就学カテゴリーごとの生活時間 

小学生及び職業カテゴリーについては NHK 放送文化研究所「国民生活時間調査」71) を参

考に、未就学児についてはベネッセ教育総合研究所「幼児の生活アンケート第 6 回」72) 、ベ

ネッセ教育総合研究所「子どもの生活リズムと健康・学習習慣に関する調査」73)及び NHK

放送文化研究所「幼児生活時間調査」74) を参考にして、各行動に対する平均時間量を設定し

た（表 11-2）。設定した平均時間量を基に職業・就学カテゴリーごとに終日のタイムスケジ

ュールを平日及び休日のそれぞれについて設定した（図 11-1）。なお、行動時間帯の 0:00〜

7:30 及び 19:30〜0:00 については全カテゴリーで「自宅」であった。 

 

③移動手段 

国土交通省都市局「全国都市交通特性調査」75) の年齢階層別交通特性値－目的別代表交通

手段分担率（全国計）より、年齢階層、曜日、移動目的ごとに利用率が最も高い移動手段を

もとに設定した。「小学生」平日の移動手段は「徒歩」、大人の平日の移動手段は「自動車」、

全職業・就学カテゴリーの休日の移動手段は「自動車」とした。5 歳未満のデータがないた

め、幼児、幼稚園児及び保育園児は保護者に同行すると仮定し、20 歳以上の主要な移動手段

である「自動車」で移動することとした。 

 

11.2.2 被ばく線量の算出 

自治体設定パターン、標準パターンにおける被ばく線量は、自然ガンマ線の影響を除いた

追加被ばく線量として、以下の式(17)～(19)により求めた。 

 

Ey  = ∑ ሺ𝐷ௗ ൈ 𝑁ሻ  × CF － BE        (17) 

ここで 

Ey：年間の追加被ばく線量（実効線量ベース）（mSv） 

Ddn：パターン n における、一日間の積算空間線量（mSv） 

Nn：年間におけるパターン n の日数（day） 
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CF：空間線量から実効線量への換算係数f 

BE：自然ガンマ線に由来する実効線量g（年間）（mSv/y） 

 

ここで標準パターンの Nn は、平日を 245 日間、休日を 120 日間として計算した。 

Ddn は、以下の式により求めた。 

 

Ddn = ∑ ሺ𝐷 ൈ 𝑉ሻ ൊ 1000          (18) 

ここで 

Di：地点 i の空間線量率（μSv/h） 

Vi：地点 i での滞在時間（h） 

 

屋内の Di（Di,in）は、以下の式により求めた。 

 

Di,in = (Di,out － BGout) × RF + BGin       (19) 

ここで 

Di,out：地点 i の屋外空間線量率（μSv/h） 

RF：低減係数 2F

h 

BGout：屋外での自然ガンマ線に由来する空間線量率（μSv/h） 

BGin：屋内での自然ガンマ線に由来する空間線量率（μSv/h） 

 

屋外空間線量率 Di,out は、本事業の走行・歩行サーベイで得られたデータとした。また鉄道

経路での空間線量率は、KURAMA-II システムを携行し、上り線、下り線の双方の車中で測

定した後、乗車駅−降車駅間の平均値を求めた（表 11-3）。BGout と BGin は、本調査において

同等であると仮定し、市町村ごとに評価された値 76)を計算に用いた。 

標準パターンの被ばく線量は、各地域の代表的な被ばく線量を評価するために、特定復興

再生拠点区域内及び帰還困難区域（特定復興再生拠点区域を除く）内それぞれにおける、土

地利用種別が居住域（農用地、建物用地、道路、鉄道、その他用地）に該当するエリアの空

間線量率中央値及び 95%値を用いて推定した。土地利用種別は平成 28 年度 国土数値情報土

地利用細分メッシュデータを基に判別した。 

各自治体で評価に用いた空間線量率を表 11-4 に示す。併せて各エリアの居住域に含まれる

全道路の距離に対する、本調査で測定された道路距離の割合（道路測定割合）を示す。帰還

困難区域における道路測定割合は 32－82％と、特定復興再生拠点区域よりも低い値となっ

たが、これは私有道や立入制限区域が多く存在したためである。 

 

—————————————————————————————————————————————————————————————————————————————————————— 
f 周辺線量当量から実効線量への換算係数を、成人の場合は 0.6、小中高生である場合は 0.7、
幼児である場合は 0.8 とした 77)。 
g 市町村ごとの天然核種由来の空間線量率 76)に実効線量換算係数を乗じて算出。 
h 屋外の線量率に対する屋内の線量率の比。文献 78)を参照した。 
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11.2.3 評価結果の図表化と説明資料の作成 

令和 5 年度調査で取得した空間線量率測定結果を用いて 11.2.2 において計算した自治体

が想定した個々の生活行動パターンに対応した被ばく線量について図表化し、自治体向け説

明資料を別途作成した。 

 

11.2.4 環境省による除染前後のモニタリングデータを用いた評価 

大熊町の 3 地区（下野上地区、小入野地区、大川原地区）にある家屋を対象に、除染前後

での被ばく線量を試算した。想定した生活行動パターンは、人口割合が多い 6 種の職業・就

学カテゴリー（小学生、農業従事者、建設業従事者、製造業従事者、販売職・サービス職及

び主婦）を対象に、上述の標準パターンの作成に沿い設定した。滞在場所については、自宅

は除染を実施した個人宅、農業従事者が従事する農地は自宅から徒歩 5 分圏内にある農地を

航空写真から選定した。その他の通学・通勤先、買い物先及び遊び先については、大川原地

区に実際に存在する施設とした。 

自宅屋外の地面から 1 m 高さでの空間線量率評価には、個人宅周辺の複数地点を対象とし

て除染前後に環境省により測定されたデータを用いた。自宅屋内の空間線量率は、11.2.2 の

式(19)より自宅屋外の空間線量率から推定した。自宅以外の滞在場所及び移動経路の空間線

量率は、除染実施年度前後の統合マップを用いた。 

 

 

表 11-1 自治体設定パターン及び標準パターンの設定数     

 自治体 自治体設定パターン 標準パターン 標準パターン設定数内訳 

    職業数×（平日+休日）×エリア数 

 富岡町 94（47 人）* 40（20 人）* 10×2×2 

 大熊町 155（77 人） 40（20 人） 10×2×2 

 浪江町 52（25 人） 60（30 人） 10×2×3 

 葛尾村 ― 40（20 人） 10×2×2 

 合計 301（149 人） 180（90 人）  

*（ ）内は対象人数 
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表 11-2 職業・就学カテゴリーごとの各行動に対する平均時間量 

標準パターンとし

て抽出する職業 

自宅
寝室 

自宅
居間 

仕事 学校 昼休
憩 

校庭 買物 自宅庭 遊び先 
移動 

合計活動時間 

屋内 屋内 屋内 屋外 屋内 屋外 屋内 屋外 屋内 屋外 屋内 屋外 屋内 屋外 

幼児 
平日 10:00 10:30 − − − − − − 1:30 1:30 − − 0:30 22:00 1:30 

休日 10:00 9:30 − − − − − − 1:00 − 1:15 1:15 1:00 21:45 1:15 

幼稚園児 
平日 10:00 7:00 − − 4:30 1:00 − − − 1:00 − − 0:30 21:30 2:00 

休日 10:00 9:30 − − − − − − 1:00 − 1:15 1:15 1:00 21:45 1:15 

保育園児 
平日 9:30 4:30 − − 8:30 1:00 − − − − − − 0:30 22:30 1:00 

休日 9:30 10:00 − − − − − − 1:00 − 1:15 1:15 1:00 21:45 1:15 

小学生 
平日 8:30 5:30 − − 5:45 1:00 0:45 2:00 − − − − 0:30 20:30 3:00 

休日 9:30 8:30 − − − − − − 2:00 − 1:30 1:30 1:00 21:30 1:30 

農業 
平日 7:30 9:00 − 6:30 − − − − − 1:00 − − 0:00 16:30 7:30 

休日 7:30 9:00 − 6:30 − − − − 0:30 0:00 − − 0:30 17:00 6:30 

建設業 
平日 7:00 5:45 − 9:00 − − 1:00 − − 0:45 − − 0:30 13:45 9:45 

休日 8:00 8:45 − − − − − − 1:45 5:00 − − 0:30 18:30 5:00 

製造業 
平日 7:00 5:45 9:00 − − − 1:00 − − 0:45 − − 0:30 22:45 0:45 

休日 8:00 8:45 − − − − − − 1:45 5:00 − − 0:30 18:30 5:00 

販売・サー

ビス職 

平日 7:00 7:00 8:00 − − − 1:00 − − 0:30 − − 0:30 23:00 0:30 

休日 7:30 8:15 − − − − − − 1:30 6:15 − − 0:30 17:15 6:15 

医療・福祉 
平日 7:00 8:00 8:15 − − − 0:15 − − 0:00 − − 0:30 23:30 0:00 

休日 7:30 9:00 − − − − − − 1:30 5:30 − − 0:30 18:00 5:30 

主婦 
平日 7:15 13:15 − − − − − − 1:30 1:30 − − 0:30 22:00 1:30 

休日 7:30 12:30 − − − − − − 1:30 2:00 − − 0:30 21:30 2:00 
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表 11-3 常磐線駅区間の空間線量率（単位：µSv/h） 

 

 

 

表 11-4 特定復興再生拠点区域及び帰還困難区域の自治体ごとの空間線量率代表値 

避難指示区分 自治体 

空間線量率

中央値

（µSv/h） 

空間線量率

95%値

（µSv/h） 

メッシュ数 道路測定割合 

特定復興再生

拠点区域 

富岡町 0.50 0.99 357 94% 

大熊町 0.54 1.30 781 93% 

浪江町（室

原・末森） 
0.54 1.24 442 92% 

浪江町 

（津島） 
0.76 1.84 330 98% 

葛尾村 0.61 1.59   47 94% 

帰還困難区域 

富岡町 0.66 1.28 73 32% 

大熊町 1.14 3.63 391 52% 

浪江町 1.09 2.60 479 54% 

葛尾村 0.43 2.35 23 82% 
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図 11-1 標準パターンにおける終日のタイムスケジュール 
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11.3 調査結果 

11.3.1 自治体設定パターン 

富岡町、大熊町、浪江町それぞれについて、自治体設定パターンにおける年間の追加被ば

く線量を推定し、その分布を自宅の所在別（帰還困難区域内・外（帰還困難区域境界は令和

5 年 11 月 30 日の富岡町での一部避難指示区域解除後とした））で求めた（図 11-2〜図 11-

4）。年間の追加被ばく線量は、いずれの自治体でも自宅が帰還困難区域内にある場合で高く、

最大値は富岡町で 1.58 mSv、大熊町で 18.36 mSv、浪江町で 3.43 mSv となり、全ての対象

者で避難指示解除の指標とされる 20 mSv を下回った。 

また長期的な目標である年間の追加被ばく線量 1 mSv を下回った対象者数は、富岡町の帰

還困難区域外で 40 人中 34 人、帰還困難区域内で 7 人中 1 人、大熊町の帰還困難区域外で

70 人中 39 人、帰還困難区域内で 7 人中 0 人、浪江町の帰還困難区域外で 19 人中 10 人、帰

還困難区域内では 6 人中 0 人であり、既に避難指示が解除された帰還困難区域外で多く認め

られた。 

 

11.3.2 標準パターン 

富岡町、大熊町、浪江町、葛尾村の特定復興再生拠点区域及び帰還困難区域について、標

準パターンにおける年間の追加被ばく線量を求めた（表 11-5 及び表 11-6）。全体的に評価に

使用した空間線量率が高い大熊町及び浪江町の帰還困難区域で、年間追加被ばく線量が高い

値を示した。また職業別では、実効線量への換算係数が大きい未就学児及び屋外作業時間の

長い農業従事者や建設業従事者で高い値を示した。最大値は大熊町の建設業従事者であるが、

空間線量率の 95%値を適用した場合であっても 11.4 mSv と、避難指示解除の指標とされる

20 mSv を下回った。 

 

11.3.3 環境省による除染前後のモニタリングデータを用いた評価 

大熊町内で生活する 6 種の職業・就学カテゴリーの住民について、除染前後での年間の追

加被ばく線量及び除染に伴う年間の追加被ばく線量の低減率の算出結果を表 11-7 に示す。

除染に伴う年間の追加被ばく線量の低減率は、32－72％であった。自宅での滞在時間が最も

長い主婦で、大きな低減率を示した。以上のように、除染により被ばく線量の大きな低減が

認められた。これは、特定帰還居住区域へ帰還する住民に対するリスクコミュニケーション

に際して、現実的なリスクの把握のためには実際的な空間線量率データを取得して被ばく線

量評価に用いることが重要であることを示す。 
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表 11-5 標準パターン（就学カテゴリー）の年間の追加被ばく線量一覧（単位：mSv/y） 

  幼児 幼稚園児 保育園児 小学生 

  中央値 95%値 中央値 95%値 中央値 95%値 中央値 95%値 

富岡町 
特定復興再生拠点区域 1.51 3.01 1.54 3.06 1.49 2.95 1.36 2.76 

帰還困難区域 1.99 3.94 2.02 4.01 1.95 3.87 1.81 3.63 

大熊町 
特定復興再生拠点区域 1.58 3.93 1.61 4.01 1.55 3.86 1.42 3.62 

帰還困難区域 3.46 11.21 3.52 11.42 3.40 11.00 3.18 10.42 

浪江町 

特定復興再生拠点区域

（室原・末森） 
1.59 3.78 1.62 3.85 1.56 3.71 1.44 3.48 

特定復興再生拠点区域

（津島） 
2.29 5.65 2.33 5.76 2.25 5.55 2.09 5.24 

帰還困難区域 3.31 8.07 3.37 8.22 3.25 7.92 3.05 7.49 

葛尾村 
特定復興再生拠点区域 1.82 4.87 1.85 4.96 1.79 4.78 1.65 4.51 

帰還困難区域 1.27 7.23 1.29 7.36 1.25 7.09 1.14 6.71 
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表 11-6 標準パターン（職業カテゴリー）の年間の追加被ばく線量一覧（単位：mSv/y） 

  農業 建設業 製造業 
販売職・サービ

ス職 
医療・福祉 主婦 

  中央値 95%値 中央値 95%値 中央値 95%値 中央値 95%値 中央値 95%値 中央値 95%値 

富

岡

町 

特定復興再生拠点区域 1.37 2.84 1.44 2.99 1.09 2.25 1.11 2.28 1.07 2.21 1.06 2.19 

帰還困難区域 1.84 3.74 1.94 3.94 1.46 2.98 1.48 3.01 1.43 2.92 1.42 2.90 

大

熊

町 

特定復興再生拠点区域 1.42 3.73 1.50 3.93 1.13 2.95 1.14 2.99 1.11 2.90 1.10 2.88 

帰還困難区域 3.26 10.85 3.43 11.43 2.58 8.60 2.62 8.72 2.54 8.44 2.52 8.38 

浪

江

町 

特定復興再生拠点区域

（室原・末森） 
1.46 3.60 1.53 3.79 1.15 2.85 1.17 2.89 1.13 2.80 1.12 2.77 

特定復興再生拠点区域

（津島） 
2.14 5.43 2.25 5.72 1.69 4.31 1.72 4.36 1.66 4.23 1.65 4.19 

帰還困難区域 3.14 7.78 3.31 8.19 2.49 6.18 2.52 6.26 2.44 6.07 2.42 6.02 

葛

尾

村 

特定復興再生拠点区域 1.68 4.67 1.77 4.92 1.33 3.70 1.35 3.75 1.31 3.63 1.29 3.60 

帰還困難区域 1.13 6.98 1.19 7.35 0.90 5.53 0.91 5.60 0.89 5.42 0.88 5.38 
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表 11-7 除染前後の年間の追加被ばく線量と低減率 

職業 
通学先/通勤先/

遊び先 

除染前後の年間追加被ばく線量（mSv/y）及び低減率* 

自宅① 下野上地区 自宅② 小入野地区 自宅③ 大川原地区 

除染前 除染後 低減率 除染前 除染後 低減率 除染前 除染後 低減率 

小学生 

（車通学） 大川原地区の 

学校教育施設 

5.84 3.1 47% 3.52 1.22 66% ― ― ― 

小学生 

（徒歩通学） 
6.07 3.33 45% 3.84 1.53 60% 7.12 4.07 43% 

農業従事者 自宅周辺の農場 8.73 5.94 32% 5.94 3.59 40% 8.5 5.39 37% 

建設業従事者 新大熊町役場 6.16 3.19 48% 3.57 1.06 70% 6.9 3.58 48% 

製造業従事者 新大熊町役場 5.78 2.8 52% 3.53 1.02 71% 6 2.69 55% 

販売職・サービス職 新大熊町役場 6.06 2.91 52% 3.73 1.07 71% 6.2 2.7 56% 

主婦 − 7.01 3.26 54% 4.38 1.21 72% 6.63 2.45 63% 

* 低減率＝（除染前の追加被ばく線量―除染後の追加被ばく線量）／除染前の追加被ばく線量 
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図 11-2 年間追加被ばく線量の分布（自治体設定パターン：富岡町） 

 

 

図 11-3 年間追加被ばく線量の分布（自治体設定パターン：大熊町） 



 

189 

 

 

図 11-4 年間追加被ばく線量の分布（自治体設定パターン：浪江町） 
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12. 測定データの CSV 化 

 

12.1 CSV 等の形式で保存した測定データ 

(1) 分布状況調査で取得した測定データ 

令和 5 年度調査で実施した環境モニタリングについて、今後の調査等に活用するため、測

定データを CSV（場合によっては Excel®、KMZ）の形式で保存した。測定データは、測定

実施者が解析を行い、原子力規制庁に報告された後のデータから抽出している。対象となっ

た測定データは全 6 項目であり、各項目におけるレコード数を表 12-1 にまとめる。 

 

(2) 原子力規制庁が保有する測定データ 

原子力規制庁が実施し、Web サイト上で公開している環境モニタリングの測定データ 79)の

一部について、今後の調査等に活用するため、データを CSV 等の形式で保存した。保存した

測定データは、令和 5 年 2 月から令和 6 年 1 月までに原子力規制庁が公開した資料（PDF）

から抽出している。対象となった測定データは全 21 項目であり、各項目におけるレコード

数を表 12-2（#1 から#21 まで）にまとめる。 

 

(3) 環境省が保有する測定データ 

環境省が実施し、Web サイト上で公開している環境モニタリングの測定データ 80)の一部に

ついて、今後の調査等に活用するため、データを CSV 等の形式で保存した。保存した測定デ

ータは、令和 5 年 2 月から令和 6 年 1 月までに環境省が公開した資料（PDF、Excel®）から

抽出している。対象となった測定データは全 3 項目であり、各項目におけるレコード数を表

12-2（#22 から#24 まで）にまとめる。 

 

(4) 地方自治体が保有する測定データ 

地方自治体が実施した環境モニタリングの測定データの一部について、今後の調査等に活

用するため、データベースに登録するための統一フォーマットに変換し、Excel®等の形式で

保存した。環境モニタリングの測定データをデータベースに保存した自治体を表 12-3 にま

とめる。 

 
12.2 保存した測定データの公開 

CSV 等の形式で保存した測定データの一部は、以下の原子力規制庁の Web サイトにて公開

される。 

・分布状況調査で取得した測定データ：https://radioactivity.nra.go.jp/ja/docs/reps/rad-dist

（参照：2024 年 3 月 29 日）. 

・原子力規制庁が保有する測定データ：https://radioactivity.nra.go.jp/ja/results（参照：2024

年 3 月 29 日）. 

  



 

191 

表 12-1 令和 5 年度調査で取得した測定データの項目とレコード数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ項目 レコード数 

広域の空間線量率（走行サーベイ） 
  第 26 回： 324,944   

  第 27 回： 1,245,324 

広域の空間線量率（定点サーベイ） 5,030 

広域の空間線量率（歩行サーベイ） 1,273,882 

発電所周辺の空間線量率（無人ヘリサーベイ） 
空間線量率： 2,807,358  

セシウム沈着量： 2,807,358 

土壌中の放射性セシウムの深度分布 85 

放射性セシウムの沈着量 383 
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表 12-2 原子力規制庁・環境省が保有する測定データの項目とレコード数 

 レコード数   

No.  データ項目 作業開始時点 作業終了時点 新規測定データ 

 1 福島第一原子力発電所近傍の海水のモニタリング 16,298 18,941 2,643 

 2 福島県・宮城県・茨城県周辺の海水のモニタリング 24,340 25,996 1,656 

 3 福島県周辺の海水のモニタリング 2,219 2,371 152 

 4 宮城県・福島県・茨城県・千葉県沖における海域モニタリング結果 4,248 4,672 424 

 5 宮城県・福島県・茨城県・千葉県外洋における海域モニタリング結果 952 1,052 100 

 6 東京湾における海域モニタリング結果 198 217 19 

 7 東京電力による海底土のモニタリング結果 5,315 5,768 453 

 8 宮城県・福島県・茨城県・千葉県沖における海域モニタリング結果（海底土） 1,946 2,083 137 

 9 東京湾における海域モニタリング結果（海底土） 767 844 77 

 10 東京電力株式会社福島第一原子力発電所の 20km 圏内の測定結果（空間線量率） 13,045 13,095 50 

 11 東京電力株式会社福島第一原子力発電所の 20km 以遠の空間線量率の測定結果 35,671 35,805 134 

 12 緊急時環境放射線等モニタリング実施結果（福島県による測定） 10,833 10,833 0 

 13 簡易型線量計を用いた固定測定点における積算線量の測定結果 1,201 1,243 42 

 14 東京電力株式会社福島第一原子力発電所の 20km 以遠の積算線量の測定結果 3,589 3,607 18 

 15 東京電力株式会社福島第一原子力発電所の 20km 圏内の空気中放射性物質濃度の測定結果 1,100 1,172 72 

 16 原子力規制庁及び福島県による大気浮遊じんの測定結果 4,315 4,375 60 

 17 東京電力株式会社福島第一原子力発電所の 20km 圏内の土壌中放射性物質濃度の測定結果 117 122 5 

 18 原子力規制庁及び福島県による土壌試料の測定結果 1,889 1,894 5 

 19 原子力規制庁及び福島県による環境試料の測定結果 3,476 3,491 15 

 20 上水（蛇口水）（環境放射能水準調査） 13,901 13,948 47 

 21 定時降下物のモニタリング（環境放射能水準調査） 19,638 20,202 564 

 22 環境省による公共用水域放射性物質モニタリング調査結果（水質） 41,404 45,678 4,274 

 23 環境省による公共用水域放射性物質モニタリング調査結果（底質） 31,657 34,836 3,179 

 24 環境省による公共用水域放射性物質モニタリング調査結果（周辺環境） 28,007 30,884 2,877 
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表 12-3 測定データをデータベースに保存した自治体リスト 

広域圏 市町村* 

浜通り いわき市、相馬市、南相馬市、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、新地町、飯舘村 

中通り 福島市、郡山市、白河市、須賀川市、二本松市、伊達市、桑折町、国見町、川俣町、

大玉村、鏡石町、天栄村、西郷村、中島村、矢吹町、棚倉町、塙町、石川町、玉川

村、平田村、浅川町、三春町、小野町 

会津 会津若松市、喜多方市、只見町、南会津町、北塩原市、西会津町、磐梯町、猪苗代

町、会津坂下町、湯川村、金山町、昭和村 

*これまでに保存した市町村を全て記載している。太字は令和 5 年度に更新があった自治体。 
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13. まとめ 

 

本報告書では、「令和 5 年度放射性物質測定調査委託費及び原子力施設等防災対策等委託費

（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約）事業」

で得られた結果について報告した。 

空間線量率に関しては走行サーベイ（80 km 圏内及び広域について 1 回ずつ）、定点サーベ

イ（80 km 圏内で 1 回）、歩行サーベイ（80 km 圏内で 1 回）、無人ヘリサーベイ（福島第一原

発周辺で 1 回）を実施し、測定結果から空間線量率分布マップを作成するとともに空間線量率

の経時変化を分析した。令和 4 年度との比較の結果、いずれの測定も放射性セシウムの物理半

減期による理論値よりも減少が小さく（または微増）、空間線量率が減少し多くの地点でバック

グラウンドレベルに近づきつつあることを示唆する結果であった。 

土壌における放射性セシウムの分布状況に関しては、スクレーパープレート法で採取（80 km

圏内で 1 回）した土壌試料の分析による土壌中深度分布測定及び可搬型 Ge 検出器を用いた in-

situ 測定による放射性セシウム沈着量の面的調査（80 km 圏内で 1 回）をそれぞれ実施した。

深度分布調査の結果、令和 5 年度に得られた実効的な重量緩衝深度 eff（幾何平均値）は、4.41 

g/cm2 であった。放射性セシウム沈着量の面的調査を行い土壌沈着量分布マップ（in-situ 測定

の結果及び空間線量率から評価した沈着量を追加した詳細マップ）を作成した。 

これまで蓄積した 80 km 圏内の測定結果を基に空間線量率及び土壌沈着量の実効半減期を

評価した。走行サーベイについては二項指数関数及び定数項による近似を採用し、定点サーベ

イ及び歩行サーベイについては指数関数及び定数項による近似を採用した。走行サーベイの実

効半減期の遅い成分は、定点サーベイ及び歩行サーベイの実効半減期とほぼ同じであった。無

人ヘリサーベイ及び航空機サーベイについては、二項指数関数及び定数項による近似を採用し

た。また、in-situ 測定による土壌中放射性セシウムの沈着量については、セシウム 134 及びセ

シウム 137 の実効半減期を評価した。 

モニタリングの重要度を相対的に評価するため福島県及び 80 km 圏内でのスコアマップを

作成するとともに、多年度におけるモニタリングデータを使用した場合のスコアの変化要因に

ついて考察し、継続的なモニタリングデータを使用することにより変動の少ないある一定のモ

デルを提示できることを示した。 

海水中のトリチウム濃度の評価結果を意思決定者（原子力規制庁）へ報告する体制を構築し

運用した。処理水の海洋への放出前後のトリチウム濃度の変動に着目した解析結果を概説した。

令和 5 年度までに総合モニタリング計画で実施された海域モニタリングの測定結果を集約する

とともに、事故による影響が大きかったセシウム 137 について過去からの変動や濃度などの測

定結果の詳細な解析評価を行った。 

階層ベイズ統計手法を用いて、令和 5 年度調査での歩行サーベイ、走行サーベイ及び定点サ

ーベイの測定結果に福島県によるモニタリングメッシュ調査及び原子力規制庁による航空機サ

ーベイの測定結果を加えるとともに令和 4 年度に測定された林野庁調査の結果を減衰補正のう

え統合し、80 km 圏内及び福島県全域の空間線量率分布統合マップを作成した。 

令和 5 年度調査での走行サーベイ、定点サーベイ及び無人ヘリサーベイによる空間線量率及
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び in-situ 測定による土壌中放射性セシウムの沈着量の測定結果の分布マップを作成し「放射

性物質モニタリングデータの情報公開サイト」に公開した。また、4 町村を対象とした詳細モ

ニタリング結果のマップ化を行った。 

総合モニタリング計画に基づく放射線モニタリング及び環境試料分析として、福島第一原発

の 20 km 以遠において空間線量率、積算線量、大気浮遊じん中放射性物質濃度並びに環境試料

（土壌及び松葉）中放射性物質濃度を測定した。 

生活行動パターンに基づいた線量評価については、5 町村を対象に 409 の生活行動パターン

を設定しそのパターンごとの空間線量率の積算量を算出した。 

分布状況調査で取得した測定データを CSV（場合によっては Excel®、KMZ）形式にて保存

した。また、当該分野の今後の調査等に活用するため、原子力規制庁や環境省が保有する測定

データの一部を公開資料から抽出し CSV（場合によっては Excel®、KMZ）形式にて保存した。

これらのデータの一部は原子力規制庁の Web サイトにて公開される。 

令和 5 年度調査実施期間中、有識者からの助言を得るための技術検討会を 3 回開催した。各

技術検討会の開催日時、出席者、議題等の概要を付録 3 に示す。 
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付録 1 セシウム 137 の深度分布 

セシウム 137 の深度分布 （1/5）                          ※深度分布の変遷から読み取れる除染等の可能性 
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セシウム 137 の深度分布 （2/5）                          ※深度分布の変遷から読み取れる除染等の可能性 
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セシウム 137 の深度分布 （3/5）                          ※深度分布の変遷から読み取れる除染等の可能性 
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セシウム 137 の深度分布 （4/5）                          ※深度分布の変遷から読み取れる除染等の可能性 
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セシウム 137 の深度分布 （5/5）                          ※深度分布の変遷から読み取れる除染等の可能性 
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付録 2 詳細モニタリングでの解析結果 

 

第 9 章にて述べた詳細モニタリングについての解析結果の一例として、大熊町（令和 5 年 8

月 21 日～25 日、31 日、9 月 5 日測定）に関して実施した解析の結果を以下に示す。 

 

1）令和 5 年度の空間線量率測定結果 
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2）令和 5 年度と令和 4 年度の空間線量率変化量 
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令和 5 年度と令和 4 年度の空間線量率の差（変化量）の分布をみると、測定を行った全 1,060

メッシュのうち 713 メッシュで令和 5 年度に空間線量率が低くなったことが分かる。 

 

3）令和 5 年度と令和 4 年度の空間線量率変化割合 
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令和 4 年度に対する令和 5 年度の空間線量率の変化割合の分布は、以下のとおりであった。 

 平均値： 95.6%  

 最大値： 129.2% 

 最小値： 45.5% 

空間線量率の変化割合が 106.5%iを超え、かつ測定器の誤差を考慮し、変化量が 0.05 µSv/h

以上であったのは以下の 32 メッシュであった。 

 

—————————————————————————————————————————————————————————————————————————————————————— 
i 複数地点で評価した補正係数（走行サーベイ測定結果（車内）を車外での空間線量率に補

正）の変動係数 6.5%を考慮した。 
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上記 32 メッシュの一例として No.1 のメッシュにおける状況を以下に示す。 
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付録 3 令和 5 年度技術検討会の概要 

 

令和 5 年度の「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データ

の集約」に係る技術検討会の概要を以下にまとめる。 

 

 

１）第 1 回 

・日時：令和 5 年 7 月 20 日（木） 13:30〜15:36 

・場所：オンライン会議による 

・出席委員：百島則幸委員長（（一財）九州環境管理協会）、久松俊一委員長代理（（公財）

環境科学技術研究所）、吉田浩子委員（東北大学）、三浦俊二委員（福島県） 

・原子力規制庁出席者：今井俊博、池田隆文、加藤毅彦、東貴之、川﨑智、河野恭彦 

・議題： 

１．「放射性物質の分布データの集約事業技術検討会」の開催について 

２．「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約」

事業について 

３．その他 

・配付資料： 

資料第 1-1 号：放射性物質の分布データの集約事業技術検討会の開催について  

資料第 1-2 号：東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質

の分布データの集約 

参考資料 1-1：仕様書「放射性物質の分布データの集約」 

・議事内容： 

(1) 資料第 1-1 号に基づき、放射性物質の分布データの集約事業技術検討会の開催につ

いて、に関する説明が行われた。委員からの意見に基づき、「1．開催の目的」に自治

体や住民に向けた説明資料を作成する旨追記することとした。 

(2) 資料第 1-2 号に基づき説明が行われ、令和 5 年度実施内容について議論がなされ

た。 

 

２）第 2 回 

・日時：令和 5 年 12 月 26 日（火） 13:30〜16:04 

・場所：オンライン会議による 

・出席委員：百島則幸委員長（（一財）九州環境管理協会）、久松俊一委員長代理（（公財）環

境科学技術研究所）、吉田浩子委員（東北大学）、三浦俊二委員（福島県） 

・原子力規制庁出席者：今井俊博、池田隆文、加藤毅彦、東貴之、川﨑智、河野恭彦 

・議題： 

１．「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約」

事業について 
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２．その他 

・配付資料：  

資料第 2-1 号：東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質

の分布データの集約 

資料第 2-2 号：総合モニタリング計画で実施する海域モニタリング結果の妥当性の確認

について 

・議事内容： 

(1) 資料第 2-1 号により「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放

射性物質の分布データの集約」に関する説明が行われ、第 1 回技術検討会以降の

各測定及び評価結果等について議論がなされた。 

(2) 資料第 2-2 号により「総合モニタリング計画で実施する海域モニタリング結果の妥当

性の確認について」に関する説明が行われ、これに対して質疑応答が行われた。 

 

３）第 3 回 

・日時：令和 6 年 3 月 4 日（月） 9:30〜11:55 

・場所：オンライン会議による 

・出席委員：百島則幸委員長（（一財）九州環境管理協会）、久松俊一委員長代理（（公財）環

境科学技術研究所）、吉田浩子委員（東北大学）、三浦俊二委員（福島県） 

・原子力規制庁出席者：今井俊博、池田隆文、加藤毅彦、東貴之、川﨑智、河野恭彦、中村

夏歩 

・議題： 

１．「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約」

事業について 

２．その他 

・配付資料：  

資料第 3-1 号：東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質

の分布データの集約 

資料第 3-2 号：総合モニタリング計画で実施する海域モニタリング結果の妥当性の確認

について 

・議事内容： 

(1) 資料第 3-1 号により「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放

射性物質の分布データの集約」に関する説明が行われ、第 2 回技術検討会以降の

各測定及び評価結果等について議論がなされた。 

(2) 資料第 3-2 号により「総合モニタリング計画で実施する海域モニタリング結果の妥当

性の確認について」に関する説明が行われ、これに対して質疑応答が行われた。 

 


